様式第１号

受動喫煙防止対策助成金交付申請書
平成　　年　　月　　日
神奈川（千葉、埼玉）　労　働　局　長　殿


　　　　　  　
印

受動喫煙防止対策助成金の交付を受けたいので、受動喫煙防止対策助成金交付要綱第４条の規定により下記のとおり受動喫煙防止のための措置に関する事業計画等の関係書類を添えて申請します。
記
	受動喫煙防止対策を実施する事業場の名称
	（参考・事業場在籍労働者数：　　人）

	申請事業主の業種

（該当するものに○を付すこと。）
	イ　卸売業
ロ　小売業

ハ　サービス業

ニ　その他（製造業、建設業、運輸業等）

	申請事業主の資本金又は出資の総額
	　円

	申請事業主の常時雇用する労働者の数
	　人

	助成金申請金額
	　円


（添付書類）
１　受動喫煙防止対策に係る事業計画（別添）

２　その他関係資料
①　労働保険概算保険料申告書

②　法人登記簿現在事項全部証明書
③　喫煙室設置予定場所等の写真一式
④　設計図面一式　⑤　工事内訳書

⑥　換気装置仕様書　⑦　備品カタログ　※設置する備品のみ抜粋

⑧　喫煙室の要件を満たして設計していることに関する説明資料
（組立式喫煙ブース設置における受動喫煙を防止するための措置について）
⑨　事業場の室内において喫煙室以外の場所において喫煙を禁止する旨の説明書類
（受動喫煙防止対策に関する今後の方針について）  ⑩　工事見積書（含む内訳明細）
様式第１号別添
受動喫煙防止対策に係る事業計画
	受動喫煙防止措置を実施する事業場
	事業場の名称



	
	業種（該当する番号に○を付すこと）

	
	①卸売業

	
	②小売業　　③飲食店　　④持ち帰り・配達飲食サービス業

	
	⑤情報通信業（放送業、情報サービス業等）　　⑥物品賃貸業　　

⑦学術研究、専門・技術サービス業　　⑧宿泊業　　⑨生活関連サービス業　　⑩娯楽業　　

⑪教育、学習支援業　　⑫医療、福祉　　⑬複合サービス事業（郵便局、協同組合）　　

⑭サービス業（廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業等）

	
	⑮農業　　⑯林業　　⑰漁業　　⑱鉱業、採石業、砂利採取業　　⑲建設業　　⑳製造業

㉑電気・ガス・熱供給・水道業　　㉒情報通信業（通信業等）　　㉓運輸業、郵便業　　

㉔金融業　　㉕保険業　　㉖不動産業　　㉗その他（　　　　　　　　　　　）

	
	労働保険番号



	
	所在地　〒

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	連絡担当者の所属及び氏名

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業の実施期間
	約　　　　　日間

着工予定：平成　　　年　　　月　　　日

完了予定：平成　　　年　　　月　　　日

	喫煙室等の面積
	Ａ　1.5 m2
	喫煙室等の
想定利用人数
	Ｂ　2人
	（参考・想定利用人数１人当たりの面積）
	（（Ａ/Ｂ＝）

　0.75 m2/人

	事業の概要

（注１）
	・事務所内の空きスペースに喫煙室（喫煙ブース）を設置
・天井にシロッコファンを1か所設置し屋外排気を実施
・出入口はかぶせ幕を15㎝重ねて自然に閉じる形状を採用
・防臭メッシュカーテンを3面に設置し環境改善を期待する
・吸引型灰皿を1個設置することで環境改善を期待する

	助成対象経費（税込）
	Ｃ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７８，２４０　 円
（参考・喫煙室等の単位面積当たり助成対象経費Ｃ/Ａ＝
　　　　　４５２，１６０
　円/㎡）

	助成金申請金額（注２）
	３３９，１２０　円


注１　受動喫煙防止措置を実施する場所、仕様等の内容を記載すること。また、工事予定の図面を添付すること。
注２　助成対象経費の２分の１（千円未満は切捨て）又は200万円の低い方の額を記載すること。様式第１号別添
受動喫煙防止対策に係る事業計画
	受動喫煙防止措置を実施する事業場
	事業場の名称



	
	業種（該当する番号に○を付すこと）

	
	①卸売業

	
	②小売業　　③飲食店　　④持ち帰り・配達飲食サービス業

	
	⑤情報通信業（放送業、情報サービス業等）　　⑥物品賃貸業　　

⑦学術研究、専門・技術サービス業　　⑧宿泊業　　⑨生活関連サービス業　　⑩娯楽業　　

⑪教育、学習支援業　　⑫医療、福祉　　⑬複合サービス事業（郵便局、協同組合）　　

⑭サービス業（廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業等）

	
	⑮農業　　⑯林業　　⑰漁業　　⑱鉱業、採石業、砂利採取業　　⑲建設業　　⑳製造業

㉑電気・ガス・熱供給・水道業　　㉒情報通信業（通信業等）　　㉓運輸業、郵便業　　

㉔金融業　　㉕保険業　　㉖不動産業　　㉗その他（　　　　　　　　　　　）

	
	労働保険番号



	
	所在地　〒

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	連絡担当者の所属及び氏名

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業の実施期間
	約　　　　　日間

着工予定：平成　　　年　　　月　　　日

完了予定：平成　　　年　　　月　　　日

	喫煙室等の面積
	Ａ　2.25 m2
	喫煙室等の
想定利用人数
	Ｂ　4人
	（参考・想定利用人数１人当たりの面積）
	（（Ａ/Ｂ＝）

0.5625 m2/人

	事業の概要

（注１）
	・事務所内の空きスペースに喫煙室（喫煙ブース）を設置
・天井にシロッコファンを1か所設置し屋外排気を実施
・出入口はかぶせ幕を15㎝重ねて自然に閉じる形状を採用
・防臭メッシュカーテンを3面に設置し環境改善を期待する
・吸引型灰皿を1個設置することで環境改善を期待する

	助成対象経費（税込）
	Ｃ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７４，３６０　 円
（参考・喫煙室等の単位面積当たり助成対象経費Ｃ/Ａ＝
　　　　　３４４，１６０
　円/㎡）

	助成金申請金額（注２）
	３８７，１８０　円


注１　受動喫煙防止措置を実施する場所、仕様等の内容を記載すること。また、工事予定の図面を添付すること。
注２　助成対象経費の２分の１（千円未満は切捨て）又は200万円の低い方の額を記載すること。
様式第１号別添
受動喫煙防止対策に係る事業計画
	受動喫煙防止措置を実施する事業場
	事業場の名称



	
	業種（該当する番号に○を付すこと）

	
	①卸売業

	
	②小売業　　③飲食店　　④持ち帰り・配達飲食サービス業

	
	⑤情報通信業（放送業、情報サービス業等）　　⑥物品賃貸業　　

⑦学術研究、専門・技術サービス業　　⑧宿泊業　　⑨生活関連サービス業　　⑩娯楽業　　

⑪教育、学習支援業　　⑫医療、福祉　　⑬複合サービス事業（郵便局、協同組合）　　

⑭サービス業（廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業等）

	
	⑮農業　　⑯林業　　⑰漁業　　⑱鉱業、採石業、砂利採取業　　⑲建設業　　⑳製造業

㉑電気・ガス・熱供給・水道業　　㉒情報通信業（通信業等）　　㉓運輸業、郵便業　　

㉔金融業　　㉕保険業　　㉖不動産業　　㉗その他（　　　　　　　　　　　）

	
	労働保険番号



	
	所在地　〒

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	連絡担当者の所属及び氏名

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業の実施期間
	約　　　　　日間

着工予定：平成　　　年　　　月　　　日

完了予定：平成　　　年　　　月　　　日

	喫煙室等の面積
	Ａ　3.0 m2
	喫煙室等の
想定利用人数
	Ｂ　6人
	（参考・想定利用人数１人当たりの面積）
	（（Ａ/Ｂ＝）

　0.5 m2/人

	事業の概要

（注１）
	・事務所内の空きスペースに喫煙室（喫煙ブース）を設置
・天井にシロッコファンを2か所設置し屋外排気を実施
・出入口はかぶせ幕を15㎝重ねて自然に閉じる形状を採用
・防臭メッシュカーテンを3面に設置し環境改善を期待する
・吸引型灰皿を1個設置することで環境改善を期待する

	助成対象経費（税込）
	Ｃ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３９，１６０　 円
（参考・喫煙室等の単位面積当たり助成対象経費Ｃ/Ａ＝
　　　　２７９，７２０
　円/㎡）

	助成金申請金額（注２）
	４１９，５８０　円


注１　受動喫煙防止措置を実施する場所、仕様等の内容を記載すること。また、工事予定の図面を添付すること。
注２　助成対象経費の２分の１（千円未満は切捨て）又は200万円の低い方の額を記載すること。
様式第１号

受動喫煙防止対策助成金の交付申請に際しての申立書
平成　 　年　 　月　 　日
労　働　局　長　殿
所在地






　　法人又は事業主名






　　代表者職氏名


印

受動喫煙防止対策助成金に関する交付の申請を行うに当たり、現在、下記の事項にはいずれも該当しておらず、また、今後も該当することがないことを申し立てます。
記
１　労働保険に未加入である場合又は直近２年間に労働保険料の未納がある場合
２　過去３年間に、労働者災害補償保険法第３章の２又は雇用保険法（昭和49年法律第116号）第４章の規定により支給される給付金について、不正受給を行った場合
３　暴力団関係事業場（事業主又は事業主が法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務を統括する者その他これに準ずる者のうちに暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者のある事業場、暴力団員が経営に実質的に関与している事業場及びこれらの事業場であると知りながら、これを不当に利用するなどしている事業場等）である場合
４　その他重大な労働法令違反がある場合
組立式喫煙ブース設置における受動喫煙を防止するための措置について
　今回当社に設置する喫煙ブースは、以下のとおり、受動喫煙防止対策助成金交付要領の第５の１の（２）に定める要件を満たすよう設計されたものであることを申し出ます。
１．喫煙ブースにおける開口部について
今回設置する喫煙ブースにおいて、建物内の他の場所との間に気流が生じる開口部は以下の１箇所である。
（１）出入口　幅59cm、高さ180cm
かぶせビニール幕を開口可能部に3枚設置し、開放幅を30cmに制御する
２．開口部において風速0.2（m/s）を満たすための時間当たりの必要換気量
　　
（１）開口部の面積
①　出入口
0.3（m）×　1.8（m）＝　0.54（m2）
（２）必要換気量（出入口のドアを開けた状態を想定して計算）
　　0.54（m2）×　0.2（m/s）×　3,600（s/h）注）＝　389（m3/h）
３．喫煙室内の換気方法について
天井埋込型のシロッコファン（三菱電機株式会社製　型式名：VD-20ZC ）を喫煙ブースの奥1箇所に設置し、喫煙ブース内の空気を屋外に排気する。
ファンの処理風量は、50Hz 地域では420m3/h、60Hz地域では400 m3/hである。
以上より、
換気装置による処理風量　400（m3/h）　＞　必要換気量　389（m3/h）
となり、喫煙ブースを設置する場合の要件を満たすこととなる。
平成　　年　　月　　日
労　働　局　長　殿
所在地






　　法人又は事業主名






　　代表者職氏名
                    印

受動喫煙防止対策に関する今後の方針について

今般、受動喫煙防止対策に係る交付申請を提出した当社においては、受動喫煙を防止するため、今後設置する予定の喫煙ブース以外の場所では事業場内の喫煙を禁止する対策を講じることとするので、申し出ます。
なお、具体的には、以下の取り組みを実施することにより徹底を図ることを予定しております。

（具体的な取り組み）

・事務所、応接室の既設灰皿の撤去
・各所へ喫煙ブースを設け、それ以外の場所を禁煙にしていることについて周知するポスターを貼付するほか、ホームページを利用した来客等への周知を行う。
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